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法令改正の趣旨・概要
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○ 令和２年７月に閣議決定された「規制改革実施計画」（令和２年７月17日閣議決定）において、「原則
として全ての見直し対象手続※について、恒久的な制度的対応として、年内に、規制改革推進会議が提示する
基準に照らして順次、必要な検討を行い、法令、告示、通達等の改正やオンライン化を行う」こととされている。

※ 「法令等又は慣行により、国民や事業者等に対して紙の書面の作成・提出等を求めているもの、押印を求めているもの、又は対面での手続を求めている
もの」が「見直し対象手続」と定義されている。

（参考）規制改革実施計画（令和２年７月17日閣議決定） 抄
６． デジタルガバメント分野／（３）新たな取組み
６ 行政手続における書面規制・押印、対面規制の抜本的な見直し

各府省は、緊急対応として、所管する行政手続等のうち、法令等又は慣行により、国民や事業者等に対して紙
の書面の作成・提出等を求めているもの、押印を求めているもの、又は対面での手続を求めているもの（以下
「見直し対象手続」という。）について、優先順位の高いものから順次、規制改革推進会議が提示する基準に従
い、必要な措置を講じるとともに、その周知を行う。
各府省は、緊急対応を行った手続だけでなく、原則として全ての見直し対象手続について、恒久的な制度的対

応として、年内に、規制改革推進会議が提示する基準に照らして順次、必要な検討を行い、法令、告示、通達等
の改正やオンライン化を行う。各府省の対応状況は、行政手続等の棚卸調査を実施するＩＴ総合戦略本部と連携
して、今年度末までに明らかになるようにする。この場合において、年内の対応が困難なものについては、見直
しの方針を明らかにした上で必要な取組を行う。

○ これを踏まえ、労働安全衛生法関係法令において、国民や事業者等に対し、押印等を求めている手続について、
押印等を不要とするための規定の見直し（様式の見直しを含む。）を行う。具体的に見直しを行う手続は次ページ
以降のとおり。

※ なお、労働安全衛生法関係法令のうち、健康診断個人票等における医師等の押印については、第131回労働政策審議会安全衛生分科会（令和
２年７月31日）で妥当との答申をいただき、令和２年８月28日にじん肺法施行規則等の一部を改正する省令（厚生労働省令第154号）を公布・
施行し、既に手当を行っている。

※ 作業環境測定基準（昭和51年労働省告示第46号）についても、上記を踏まえ、 事業者等の押印を求めている様式を改正し、押印を不要とする
改正を予定している。



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係政令の一部を改正する政令案
（うち労働安全衛生関係）について
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○ 独立行政法人労働者健康安全機構法（平成14年法律第171号）第14条第１項の規定により、独立行政法人
労働者健康安全機構（以下「健安機構」という。）は、療養施設の設置及び運営に係る業務の用に供する施設
若しくは設備の設置若しくは整備に必要な費用に充てるため、厚生労働大臣の認可を受けて、長期借入金をし、
又は独立行政法人労働者健康安全機構債券（以下「機構債券」という。）を発行することができることとされている。

○ これについて、独立行政法人労働者健康安全機構法施行令（平成15年政令第556号）で、機構債券の発行は
募集の方法によることとされており、募集に応じようとする者は、健安機構に提出する機構債券申込証に署名又は
記名押印しなければならない旨を規定している。（なお、これまで健安機構が機構債券を発行した実績はない。）

○ この規定について、次のとおり、改正を行う。

【公布日】 令和２年12月末（予定）
【施行期日】 公布日

（機構債券申込証）

第七条 機構債券の募集に応じようとする
者は、独立行政法人労働者健康安全機構

債券申込証（以下「機構債券申込証」と

いう。）にその引き受けようとする機構
債券の数及び住所を記載し、これに署名

し、又は記名押印しなければならない。

２・３ （略）

（機構債券申込証）

第七条 機構債券の募集に応じようとする
者は、独立行政法人労働者健康安全機構

債券申込証（以下「機構債券申込証」と

いう。）にその引き受けようとする機構
債券の数並びに氏名及び住所を記載しな

ければならない。

２・３ （略）



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について①
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○ 次の省令で定める様式について、事業者等の押印を不要とし、それに伴い備考等※の修正を行う。
※ 備考中「氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる」とあるものを、押印の見直しに併せて削除するもの。
また、これに伴い備考の番号ずれの手当等を行うもの。

【公布日】 令和２年12月末（予定）
【施行期日】 公布日

○ じん肺法施行規則（昭和35年労働省令第６号）

様式 様式名

様式第２号 エックス線写真等の提出書

様式第６号 じん肺管理区分決定申請書

様式第８号 じん肺健康管理実施状況報告

○ 一酸化炭素中毒症に関する特別措置法施行規則（昭和42年労働省令第28号）

様式 様式名

様式第５号 一酸化炭素中毒症健康診断等結果報告書

○ 労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）

様式 様式名

様式第１号 共同企業体代表者（変更）届

様式第３号 総括安全衛生管理者・安全管理者・衛生管理者・産業医選任報告



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について②
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○ 労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）

様式 様式名

様式第４号の３ 新規化学物質製造・輸出届

様式第４号の４ 確認申請書

様式第４号の５ 安全衛生教育実施結果報告

様式第６号 定期健康診断結果報告書

様式第６号の２ 心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告書

様式第７号 健康管理手帳交付申請書

様式第10号 健康管理手帳書替・再交付申請書

様式第19号の３ 特別安全衛生改善計画変更届

様式第20号 機械等設置・移転・変更届

様式第20号の２ 計画届免除認定申請書（新規認定・更新）

様式第20号の４ 実施状況等報告書

様式第21号 建設工事・土石採取計画届

様式第21号の７ 有害物ばく露作業報告書

様式第22号 事故報告書

様式第23号 労働者死傷病報告

様式第24号 労働者死傷病報告



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について③
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○ 有機溶剤中毒予防規則（昭和47年労働省令第36号）

様式 様式名

様式第１号 有機溶剤中毒予防規則一部適用除外認定申請書

様式第２号 局所排気装置設置等特例許可申請書

様式第２号の２ 局所排気装置特例稼働許可申請書

様式第３号の２ 有機溶剤等健康診断結果報告書

様式第４号 有機溶剤等健康診断特例許可申請書

様式第５号 発散防止抑制措置特例実施許可申請書

○ 鉛中毒予防規則（昭和47年労働省令第37号）

様式 様式名

様式第１号 鉛業務一部適用除外認定申請書

様式第１号の２ 発散防止抑制措置特例実施許可申請書

様式第３号 鉛健康診断結果報告書

○ 四アルキル鉛中毒予防規則（昭和47年労働省令第38号）

様式 様式名

様式第３号 四アルキル鉛健康診断結果報告書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について④
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○ 特定化学物質障害予防規則（昭和47年労働省令第39号）

様式 様式名

様式第１号 特定化学物質障害予防規則一部適用除外認定申請書

様式第１号の２ 発散防止抑制措置特例実施許可申請書

様式第３号 特定化学物質健康診断結果報告書

様式第４号 製造等禁止物質製造・輸入・使用許可申請書

様式第５号 特定化学物質製造許可申請書

様式第８号 特定化学物質製造許可証再交付・書替申請書

様式第11号 特別管理物質等関係記録等報告書

○ 高圧作業安全衛生規則（昭和47年労働省令第40号）

様式 様式名

様式第２号 高気圧業務健康診断結果報告書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑤
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○ 電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第41号）

様式 様式名

様式第１号 事故由来廃棄物等処分業務に係る作業届

様式第２号 電離放射線健康診断結果報告書

様式第２号の２ 緊急時電離放射線健康診断結果報告書

様式第４号 緊急作業実施状況報告書（外部線量・旬報）

様式第５号 緊急作業実施状況報告書（実効線量・月報）

様式第６号 ガンマ線透過写真撮影作業届

○ 労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令（昭和47年労働省令第44号）

様式 様式名

様式第１号 登録〔 〕機関登録申請書

様式第１号の２ 実施計画届出書

様式第１号の３ 実施計画変更届出書

様式第１号の４ 〔 〕実施結果報告書

様式第１号の５ 登録〔 〕機関登録事項変更届出書

様式第２号 業務規程届出書

様式第３号 業務規程変更届出書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑥
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○ 労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令（昭和47年労働省令第44号）
（続き）

様式 様式名

様式第４号 〔 〕業務休廃止届出書

様式第４号の２ 登録〔 〕機関登録申請書

様式第４号の３ 適合性証明申請書

様式第４号の４ 適合証明書

様式第４号の５ 適合性証明実施結果報告書

様式第５号 〔 〕選任届出書

様式第６号 〔 〕解任届出書

様式第６号の２ 製造時等検査結果報告書

様式第６号の３ 証明書作成実施結果報告書

様式第７号 性能検査結果報告書

様式第７号の２ 検査業者登録申請書

様式第７号の４ 検査業者登録事項等変更申請書

様式第７号の５ 検査業者登録証再交付申請書

様式第７号の６ 特定自主検査実施状況報告書

様式第７号の７ 検査業者承継届出及び登録事項変更等申請書

様式第８号 較正実施結果報告書

様式第９号 登録状況報告書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑦

9

○ 労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則（昭和48年労働省令第３号）

様式 様式名

様式第３号 労働安全・労働衛生コンサルタント登録申請書

○ 作業環境測定法施行規則（昭和50年労働省令第20号）

様式 様式名

様式第３号の２ 作業環境測定機関承継届出及び登録証書換申請書

様式第４号 登録試験免除講習機関登録申請書

様式第４号の２ 実施計画届出書

様式第４号の３ 実施計画変更届出書

様式第４号の５ 試験免除講習実施結果報告書

様式第４号の６ 登録試験免除講習機関登録事項変更届出書

様式第４号の７ 業務規程届出書

様式第４号の８ 業務規程変更届出書

様式第４号の９ 試験免除講習業務休廃止届出書

様式第11号 試験結果報告書

様式第12号 登録講習機関登録申請書

様式第12号の２ 登録講習機関登録事項変更届出書

様式第13号 登録講習機関業務規程届出書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑧
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○ 作業環境測定法施行規則（昭和50年労働省令第20号）

様式 様式名

様式第14号 登録講習機関業務規程変更届出書

様式第14号の２ 講習・研修業務休廃止届出書

様式第15号 講習・研修結果報告書

様式第15号の２ 登録状況報告書

様式第16号 作業環境測定機関登録申請書

様式第18号 作業環境測定機関登録証書換・再交付申請書

様式第20号 作業環境測定機関業務規程届出書

様式第21号 作業環境測定機関業務規程変更届出書

○ 粉じん障害防止規則（昭和54年労働省令第18号）

様式 様式名

様式第１号 粉じん作業非該当認定申請書

様式第２号 粉じん障害防止規則一部適用除外認定申請書

様式第３号 粉じん測定特例許可申請書

様式第４号 粉じん測定結果摘要書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑨
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○ 石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第21号）

様式 様式名

様式第１号 建築物解体等作業届

様式第３号 石綿健康診断結果報告書

様式第３号の２ 石綿分析用試料等製造・輸入・使用届

様式第４号 石綿等製造・輸入・使用許可申請書

様式第５号の２ 石綿分析用試料等製造許可申請書

様式第５号の４ 石綿分析用試料等製造許可証再交付・書替申請書

様式第６号 石綿関係記録等報告書

○ 東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障
害防止規則（平成23年厚生労働省令第152号）

様式 様式名

様式第１号 土壌等の除染等の業務・特定汚染土壌等取扱業務に係る作業届

様式第３号 除染等電離放射線健康診断結果報告書



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
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○ 次の省令で定める様式について、事業者等の押印を不要とし、それに伴い備考等※の修正を行う。
※ 備考中「氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる」とあるものを、押印の見直しに併せて削除するもの。
また、これに伴い備考の番号ずれの手当等を行うもの。

〇 事業者等の押印の廃止には、次の事項を含む。
【現行】
ボイラー及び圧力容器安全規則の規定により、ボイラーや第一種圧力容器の製造検査や使用検査等において、
これまで、検査に合格したボイラーや第一種圧力容器に刻印をした上で、明細書に検査済の印を押して申請者に
交付する取扱いを行ってきた。

【改正後】
検査済の印は廃止することとする。

（例）

〇 これらの改正に伴い、労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令で、登録製
造時等検査機関及び登録個別検定機関の業務規程に製造時等検査済の印の押印及び個別検定の合格の
印の押印に関する事項を定めることとしているが、これを削ることとする。

← 検査済印欄を削除

※ クレーン等安全規則及びゴンドラ安全規則に
おいても同様の規定があるが、今回の改正の対象
は、事業者等に押印等を求めている手続のため、
都道府県労働局長や労働基準監督署長が実施
する手続については、改正しない。
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○ ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第33号）

様式 様式名 改正の内容

様式第１号 （ ）製造許可申請書 押印の廃止

様式第２号 （ ）構造検査申請書 押印の廃止

様式第３号 ボイラー明細書 検査済印欄及び検査者氏名欄の印の削除

様式第５号 構造検査済印 削除

様式第６号 （ ）検査証 検査者印を削除し、検査者氏名に変更
交付者の印を削除

様式第７号 （ ）溶接検査申請書 押印の廃止

様式第８号 （ ）溶接明細書 検査済印欄及び検査者氏名欄の印の削除

様式第10号 溶接検査済印 削除

様式第11号 ボイラー設置届 押印の廃止

様式第12号 ボイラー設置報告書 押印の廃止

様式第13号 （ ）使用検査申請書 押印の廃止

様式第14号 使用検査済印 削除

様式第15号 （ ）落成検査申請書 押印の廃止

様式第16号 （ ）検査証再交付・書替申請書 押印の廃止

様式第17号 適合自動制御ボイラー認定申請書 押印の廃止
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○ ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第33号）（続き）

様式 様式名 改正の内容

様式第19号 （ ）性能検査申請書 押印の廃止

様式第20号 （ ）変更届 押印の廃止

様式第21号 （ ）変更検査申請書 押印の廃止

様式第22号 （ ）使用再開検査申請書 押印の廃止

様式第23号 第一種圧力容器明細書 検査済印欄及び検査者氏名欄の印の削除

様式第24号 第一種圧力容器設置届 押印の廃止

様式第26号 小型ボイラー設置報告書 押印の廃止

○ クレーン等安全規則（昭和47年労働省令第34号）

様式 様式名 改正の内容

様式第１号 （ ）製造許可申請書 押印の廃止

様式第２号 クレーン設置届 押印の廃止

様式第４号 （ ）落成検査申請書 押印の廃止

様式第５号 クレーン仮荷重試験申請書 押印の廃止

様式第７号 （ ）検査証 検査者印を削除し、検査者氏名に変更

様式第８号 （ ）検査証再交付・書替申請書 押印の廃止

様式第９号 （ ）設置報告書 押印の廃止



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑬

15

○ クレーン等安全規則（昭和47年労働省令第34号）（続き）

様式 様式名 改正の内容

様式第10号 （ ）特例報告書 押印の廃止

様式第11号 （ ）性能検査申請書 押印の廃止

様式第12号 （ ）変更届 押印の廃止

様式第13号 （ ）変更検査申請書 押印の廃止

様式第14号 （ ）使用再開検査申請書 押印の廃止

様式第15号 移動式クレーン製造検査申請書 押印の廃止

様式第19号 移動式クレーン使用検査申請書 押印の廃止

様式第21号 移動式クレーン検査証 検査者印を削除し、検査者氏名に変更

様式第23号 デリツク設置届 押印の廃止

様式第25号 デリック設置報告書 押印の廃止

様式第26号 エレベーター設置届 押印の廃止

様式第28号 エレベーター検査証 検査済印を削除し、検査者氏名に変更

様式第29号 （ ）設置報告書 押印の廃止

様式第30号 建設用リフト設置届 押印の廃止
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○ ゴンドラ安全規則（昭和47年労働省令第35号）

様式 様式名 改正の内容

様式第１号 ゴンドラ製造許可申請書 押印の廃止

様式第２号 ゴンドラ製造検査申請書 押印の廃止

様式第６号 ゴンドラ使用検査申請書 押印の廃止

様式第８号 ゴンドラ検査証 検査者印を削除し、検査者氏名に変更

様式第９号 ゴンドラ検査証再交付・書替申請書 押印の廃止

様式第10号 ゴンドラ設置届 押印の廃止

様式第11号 ゴンドラ性能検査申請書 押印の廃止

様式第12号 ゴンドラ変更届 押印の廃止

様式第13号 ゴンドラ変更検査申請書 押印の廃止

様式第14号 ゴンドラ使用再開検査申請書 押印の廃止



押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令案
（うち労働安全衛生関係）について⑭

17

○ 機械等検定規則（昭和47年労働省令第45号）

様式 様式名 改正の内容

様式第１号⑴ ゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール
機の急停止装置（電気的制動方式）個別
検定申請書

押印の廃止

様式第１号⑶ 第二種変圧容器・小型ボイラー・小型圧力容
器個別検定申請書

押印の廃止

様式第２号⑴ ゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール
機の急停止装置（電気的制御方式）明細
書

個別検定合格の印欄及び個別検定者氏名
欄の印の削除

様式第２号⑶ 第二種圧力容器明細書 個別検定合格の印欄及び個別検定者氏名
欄の印の削除

様式第２号⑷ 小型ボイラー明細書 個別検定合格の印欄及び個別検定者氏名
欄の印の削除

様式第２号⑸ 小型圧力容器明細書 個別検定合格の印欄及び個別検定者氏名
欄の印の削除

様式第３号 個別検定合格済印 削除
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○ 機械等検定規則（昭和47年労働省令第45号）（続き）

様式 様式名 改正の内容

様式第６号⑴ 安全装置等新規検定申請書 押印の廃止

様式第６号⑵ 防爆構造電気機械器具新規検定申請書 押印の廃止

様式第６号⑶ 労働衛生保護具新規検定申請書 押印の廃止

様式第６号⑷ 動力プレス機械新規検定申請書 押印の廃止

様式第８号⑴ 安全装置等型式検定合格証 型式検定実施者の印を削除し、型式検定実
施者の記名に変更

様式第８号⑵ 防爆構造 電気機械器具型式検定合格証 型式検定実施者の印を削除し、型式検定実
施者の記名に変更

様式第８号⑶ 労働衛生保護具型式検定合格証 型式検定実施者の印を削除し、型式検定実
施者の記名に変更

様式第８号⑷ 動力プレス機械型式検定合格証 型式検定実施者の印を削除し、型式検定実
施者の記名に変更

様式第９号⑴ 安全装置等更新検定申請書 押印の廃止

様式第９号⑵ 防爆構造電気機械器具更新検定申請書 押印の廃止

様式第９号⑶ 労働衛生保護具更新検定申請書 押印の廃止

様式第９号⑷ 動力プレス機械更新検定申請書 押印の廃止

様式第10号 （ ）型式検定合格証（再交付・変
更）申請書

押印の廃止


